地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業）の実施における地域間の差異に関する調査

【基本情報】（平成22年３月31日現在）
問1　市区町村名

（　　　　　都・道・府・県　　　　　　　　　　　　）

問2　人口

（　　　　　　　　　　　　　　　　名）

問3　身体障害者の人口

　総　数（　　　　　　　名）

視覚障害（　　　　　名）

肢体不自由（　　　　　名）

内部障害（　　　　　名）

重複障害（　　　　　名）

聴覚・言語障害（　　　　　名）

※聴覚・言語障害の等級内訳

１級（　　　　　名）　　　２級（　　　　　名）　　　３級（　　　　　名）

４級（　　　　　名）　　　５級（　　　　　名）　　　６級（　　　　　名）

７級（　　　　　名）

【地域生活支援事業の現況】

問4　地域生活支援事業で実施している事業はどれですか。（複数回答可）

１．相談支援事業
２．コミュニケーション支援事業
３．日常生活用具給付等事業
４．移動支援事業
５．地域活動支援センター機能強化事業
６．その他の事業（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問5　平成21年度の地域生活支援事業の決算額はいくらですか。

総　額（　　　　　　　　　　　円）

　【内訳】

相談支援事業（　　　　　　　　円）

コミュニケーション支援事業（　　　　　　　　円）

日常生活用具給付等事業（　　　　　　　　円）

移動支援事業（　　　　　　　　円）

地域活動支援センター機能強化事業（　　　　　　　　円）

その他の事業（　　　　　　　　円）

【コミュニケーション支援事業の現況】

問6　コミュニケーション支援事業を実施していますか。

１．実施している

　　　２．実施していない

問7　コミュニケーション支援事業のうち、どの事業を実施していますか。

１．手話通訳者派遣事業

２．要約筆記者派遣事業

３．手話通訳者設置事業

４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問8　平成21年度のコミュニケーション支援事業の決算額はいくらですか。

総　額（　　　　　　　　　　　円）

　【内訳】

手話通訳者派遣事業（　　　　　　　　円）

要約筆記者派遣事業（　　　　　　　　円）

　手話通訳者設置事業（　　　　　　　　円）

　その他（　　　　　　　　円）

問9　コミュニケーション支援事業を実施してない場合、その理由は何ですか。

１．他の支援事業を優先しているため

２．利用者が少ないため

３．利用したいという要望が少ないため

４．設備・人材がないため

５．コミュニケーション支援事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問10　コミュニケーション支援事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

＊＊＊＊ コミュニケーション支援事業を実施していない場合、以上で終わりです ＊＊＊＊

【手話通訳者派遣事業の現況】

問11　手話通訳者派遣事業を実施していますか。

１．実施している

　　　２．実施していない

問12　問11で「２．実施していない」の場合、以前は実施していましたか。その場合、何年から中止になりましたか。

１．以前は実施していた →（　　　　年）から実施中止
　　２．実施したことはない

問13　手話通訳者派遣事業は直轄して運営していますか。それとも外部団体に委託していますか。

１．直轄して運営　　　　　２．外部団体に委託

問14　問13で「２．外部団体に委託」の場合、どこに委託していますか。

１．社会福祉協議会
２．聴覚障害者情報提供センター　

３．手話通訳派遣センター
４．聴覚障害者協会※　　

５．難聴者・中途失聴者協会
６．全国手話通訳問題研究会支部

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※「聴覚障害者協会」は手話を使用するろう者の団体・組織を指します。また、「難聴者・中途失聴者協会」は難聴者および中途失聴者による団体・組織を指します。（以下、同様）

問15　問14の団体が派遣コーディネーター実務を担当していますか。

１．担当している →コーディネーターはどんな人が担当していますか。

           (１．手話通訳ができる職員　　２．要約筆記ができる職員　　３．それ以外の職員)

２．担当していない →次の質問に回答をお願いします。

問16　問14の委託先とは別に、派遣コーディネーターなど実務を担当している団体はどこでしょうか。

１．社会福祉協議会
２．聴覚障害者情報提供センター

３．手話通訳派遣センター
４．ろう者の団体

５．難聴者・中途失聴者協会
６．全国手話通訳問題研究会支部

７．手話サークル
８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問17　手話通訳者派遣事業を円滑に推進するための運営委員会を設けていますか。

１．設置している
２．設置していない

問18　問17の回答が「１．設置している」の場合、その運営委員会はどの団体からの委員によって構成されていますか。（複数回答可）

１．市区町村行政職員
２．聴覚障害者情報提供センター
３．手話通訳派遣センター
４．聴覚障害者協会　

５．難聴者・中途失聴者協会
６．全国手話通訳問題研究会支部

７．手話サークル
８．障害者団体

９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問19　平成21年度の手話通訳者派遣事業の依頼件数と派遣件数、派遣人数、派遣時間数、派遣依頼の内訳をご記入ください。（平成21年度）

依頼件数（　　　件）／派遣件数（　　　件）／派遣人数（　　　名）／派遣時間数（　　　時間）

依頼内容（依頼が多い内容を数が多い順に５件までご記入ください）


※依頼件数のカウント方法は、実際に依頼あった件数（のちにキャンセルがあった場合でもカウントする）

※派遣時間数は、通訳者に支払う報酬の全額を単価で割った時間を記入してください。

※派遣人数のカウントは、会場や研修会が同じでも、午前と午後それぞれ２名ずつの派遣となる場合は４名にして下さい。

問20　手話通訳者派遣事業ではどれを派遣していますか。

１．手話通訳者のみ
２．手話通訳者や手話奉仕員

３．手話奉仕員のみ
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問21　以下のそれぞれの条件はどのように定めていますか。（複数回答可）

［手話通訳者の登録］

１．手話通訳技能認定試験（手話通訳士試験）に合格したもの

２．都道府県が行う手話通訳者登録試験に合格したもの

３．都道府県が行う手話通訳者養成講習会を修了したもの

４．都道府県が行う手話通訳者養成講習会を修了し、かつ都道府県が行う手話通訳者統一試験に合格
したもの

５．市区町村が行う手話通訳者養成講習会を修了したもの

６．市区町村が行う手話通訳者養成講習会を修了し、かつ都道府県が行う手話通訳者統一試験に合格し
たもの

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

［手話奉仕員の登録］

８．都道府県が実施する手話奉仕員養成講習会を修了したもの

９．市区町村が実施する手話奉仕員養成講習会を修了したもの

10．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問22　市区町村手話通訳者派遣事業に登録している手話通訳者数（平成22年3月31日現在）

手話通訳者（　　　　　　名）

手話奉仕員（　　　　　　名）

問23　平日の日中、稼働できる手話通訳者数（平成22年3月31日現在）

手話通訳者（約　　　　　　名）

手話奉仕員（約　　　　　　名）

問24　手話通訳者派遣事業に登録している手話通訳者への謝礼金額はいくらですか。

手話奉仕員（　　　時間）あたり（　　　　　　円）

手話通訳者（　　　時間）あたり（　　　　　　円）

手話通訳士（　　　時間）あたり（　　　　　　円）

問25　手話通訳者への謝礼を算出するにあたって時間数をカウントする基準はどれですか。（複数回答可）

１．通訳にかかった時間数のみ
２．現場に着いてから去るまでの時間数のみ

３．家から会場までの移動往復にかかる時間数も含める

４．報告書作成にかかる時間数も含める
５．報告会や反省会など通訳業務に係る時間も含める

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問26　手話通訳者への謝礼に交通費は含まれていますか。

１．含まれている

　　　２．含まれていない（交通費を別に支払う）

問27　問26で「２．含まれていない」の場合、金額はどうなりますか。
１．実費　※限度額がある場合は、金額を記入して下さい（　　　　　　円）

２．一律（　　　　　円）

３．支給なし

４．その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

問28　利用するにあたり、制限数を設けていますか。

１．設けている →１カ月につき（　　　　回まで）、（　　　　時間数まで）、（　　　　円まで）

２．設けていない

問29　問28で「１．設けている」の場合、その制限数を超えた場合の派遣依頼はどうなりますか。

１．派遣依頼を断る

２．超えた分の通訳派遣費を自己負担してもらう

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問30　派遣の範囲はどのように定めていますか。（複数回答可）

１．医療関係
２．官公庁の公的機関に赴いて行う手続き

３．学校へ相談または事業に参加する場合
４．就職面接

５．職場での朝礼や会議等
６．聴覚障害者の会議

７．冠婚葬祭
８．家族会議や親戚の集まり

９．自治会活動など地域活動
10．教養・文化

11．スクーリング・資格取得のための研修
12．裁判や警察関係

13．県知事が必要と認めるもの

14．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問31　県外への派遣を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問32　県外からの派遣依頼を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問33　市外への派遣を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問34　手話通訳者派遣事業を利用するにあたって利用料（利用者負担）を徴収していますか。

１．徴収している
２．徴収していない

問35　利用料を徴収している場合、その利用料に含まれるのはどれですか。（複数回答可）

１．手話通訳者への謝礼金

２．派遣コーディネーターの業務料

３．手話通訳者の現場への交通費

４．手話通訳者の施設への入場料

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問36　手話通訳者派遣事業を実施していない場合、その理由は何ですか。（複数回答可）

１．他の支援事業を優先しているため

２．利用者が少ないため

３．利用したい要望が少ないため

４．設備・人材がないため

５．手話通訳者派遣事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．市区町村事業として確立しているため

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問37　手話通訳者派遣事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

【要約筆記奉仕員（者）派遣事業の現況】

問38　要約筆記奉仕員（者）派遣事業を実施していますか。

１．実施している
２．実施していない
問39　問38で「２．実施していない」の場合、以前は実施していましたか。その場合、何年から中止になりましたか。

１．以前は実施していた →（　　　　年）から実施中止

２．実施したことはない
問40　要約筆記奉仕員（者）派遣事業は直轄して運営していますか。それとも外部団体に委託していますか。

１．直轄して運営
２．外部団体に委託

問41　問40で「２．外部団体に委託」の場合、どこに委託していますか。

１．社会福祉協議会
２．聴覚障害者情報提供センター

３．手話通訳派遣センター
４．聴覚障害者協会

５．難聴者・中途失聴者協会
６．全国要約筆記問題研究会支部

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問42　問41の委託先とは別に、派遣コーディネーターなど実務を担当している団体がある場合、それはどこですか。

１．社会福祉協議会
２．聴覚障害者情報提供センター

３．手話通訳派遣センター
４．聴覚障害者協会

５．難聴者や中途失聴者の団体
６．全国要約筆記問題研究会支部

７．手話サークル
８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問43　要約筆記奉仕員（者）派遣事業を円滑に推進するための運営委員会を設けていますか。

１．設置している
２．設置していない

問44　問43で「１．設置している」の場合、その運営委員会はどの団体からの委員によって構成されていますか。（複数回答可）

１．市区町村行政職員
２．聴覚障害者情報提供センター

３．手話通訳派遣センター
４．聴覚障害者協会

５．難聴者・中途失聴者協会
６．全国手話通訳問題研究会支部

７．全国要約筆記問題研究会支部
８．手話サークル

９．障害者団体
10．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問45　平成21年度の要約筆記奉仕員（者）派遣事業の依頼件数と派遣件数、派遣人数、派遣時間数、派遣依頼の内訳をご記入ください。（平成21年度）

依頼件数（　　　件）／派遣件数（　　　件）／派遣人数（　　　人）／派遣時間数（　　　時間）

依頼内容（依頼が多い内容を数が多い順に５件までご記入ください）


※依頼件数のカウント方法は、実際に依頼あった件数（のちにキャンセルがあった場合でもカウントする）

※派遣時間数は、通訳者に支払う報酬の全額を単価で割った時間を記入してください。

※派遣人数のカウントは、会場や研修会が同じでも、午前と午後それぞれ２名ずつの派遣となる場合は４名にして下さい。

問46　要約筆記奉仕員（者）の資格はどのように定めていますか。（複数回答可）

１．都道府県が行う要約筆記奉仕員（者）養成講習会を修了したもの（受託団体が実施したものを含む）

２．市区町村が行う要約筆記奉仕員（者）養成講習会を修了したもの（受託団体が実施したものを含む）

３．都道府県登録試験に合格したもの
４．派遣事業体が行う要約筆記者認定（登録）試験に合格したもの

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問47　要約筆記奉仕員（者）派遣事業に登録している要約奉仕員（者）数（平成22年3月31日現在）

（　　　　　　　名）

問48　平日の日中、稼働できる要約筆記奉仕員（者）数（平成22年3月31日現在）

（約　　　　　　名）

問49　要約筆記奉仕員（者）派遣事業に登録している要約奉仕員（者）への謝礼金額はいくらですか。

（　　　　時間）あたり（　　　　　　円）

問50　要約筆記奉仕員（者）への謝礼を算出するにあたって時間数をカウントする基準はどれですか。

（複数回答可）

１．要約筆記にかかった時間数のみ

２．現場に着いてから去るまでの時間数のみ

３．家から会場までの移動往復にかかる時間数も含める

４．報告書作成にかかる時間数も含める

５．報告会や反省会など通訳業務に係る時間も含める

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問51　要約筆記奉仕員（者）への謝礼に交通費は含まれていますか。

１．含まれている　　　　

２．含まれていない（交通費を別に支払う）
問52　問51で「２．含まれていない」の場合、金額はどうなりますか？

１．実費　※限度額がある場合は、金額を記入して下さい（　　　　　円）

２．一律（　　　　　円）

３．支給なし

４．その他(　　　　　　　　　　　　　　　　)

問53　利用するにあたり、制限数を設けていますか。

１．設けている →１カ月につき（　　　　　回まで）、（　　　　　時間数まで）、（　　　　　円まで）

２．設けていない

問54　問53で「１．設けている」に回答した場合、その制限数を超えた場合の派遣依頼はどうなりますか
１．派遣依頼を断る
２．超えた分の通訳派遣費を自己負担してもらう

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問55　派遣の範囲はどのように定めていますか。（複数回答可）

１．医療関係
２．官公庁の公的機関に赴いて行う手続き

３．学校へ相談または事業に参加する場合
４．就職面接

５．職場での朝礼や会議等
６．聴覚障害者の会議

７．冠婚葬祭
８．家族会議や親戚の集まり

９．自治会活動など地域活動
10．教養・文化クラス

11．スクリーニング・資格取得のための研修
12．裁判や警察関係

13．都道府県知事が必要と認めるもの
14．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問56　県外への派遣を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問57　県外からの派遣依頼を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない
問58　市外への派遣を認めていますか。

１．認めている　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問59　要約筆記奉仕員（者）派遣事業を利用するにあたって利用料（利用者負担）を徴収していますか。

１．徴収している
２．徴収していない

問60　利用料を徴収している場合、その利用料に含まれるのはどれですか。（複数回答可）

１．要約筆記奉仕員（者）への謝礼金
２．派遣コーディネーターの業務料

３．要約筆記奉仕員（者）の現場への交通費
４．要約筆記奉仕員（者）の施設への入場料

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問61　要約筆記奉仕員（者）派遣事業を実施していない場合、その理由は何ですか。（複数回答可）

１．他の支援事業を優先しているため
２．利用者が少ないため

３．利用したいという要望が少ないため
４．設備・人材がないため

５．要約筆記奉仕員（者）派遣事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．市区町村事業として確立しているため

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問62　要約筆記奉仕員（者）派遣事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

【手話通訳設置事業の現況】

問63　手話通訳設置事業を実施していますか。

１．実施している
２．実施していない

問64　設置している手話通訳者数（平成22年3月31日現在）

（　　　　　　　名）

問65　手話通訳者を設置している施設はどこですか。（複数回答可）

１．役所福祉局（部）
２．役所受付

３．社会福祉協議会
４．聴覚障害者協会

５．聴覚障害者情報提供施設
６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問66　設置手話通訳者の身分をどのようにさだめていますか。（複数回答可）

１．正職員（　　　　名）
２．嘱託・契約職員（　　　　名）

３．パート職員（週　　　日）（　　　　名）
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問67　手話通訳設置事業の決算額はいくらですか。

総　額（　　　　　　　　　　　円）

　※コミュニケーション支援事業のうち、（　　　　　％）を占める。

問68　設置手話通訳者を手話通訳者として勤務職場以外に派遣することがありますか。

１．認めている　　　　　　２．条件付きで認めている（条件：　　　　　　　　　　　　　　）

３．認めていない

問69　手話通訳設置事業を実施していない場合、その理由は何ですか。（複数回答可）

１．他の支援事業を優先しているため
２．利用者が少ないため

３．利用したいという要望が少ないため
４．設備・人材がないため

５．手話通訳設置事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問70　手話通訳設置事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

【手話通訳者養成事業の現況】

問71　手話通訳者養成事業を実施していますか。

１．実施している


２．実施していない
問72　手話通訳者養成事業を実施している団体はどこですか。

１．役所福祉局（部）
２．社会福祉協議会（福祉事務所）　

３．聴覚障害者情報提供センター
４．手話通訳派遣センター

５．聴覚障害者協会
６．全国手話通訳問題研究会支部

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問73　運営方式はどのようにしていますか。
１．実施団体のみ

２．実行委員会  
　　　→構成団体を記入して下さい（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．講師は別の団体に依頼している
　　　→依頼先団体を記入して下さい（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問74　平成21年度の手話通訳者養成事業の決算額はいくらですか。また財源はどこですか。

総額（　　　　　　　　円）　　　財源（　　　　　　　　　　　　　　　）

問75　手話通訳者養成事業で実施しているコースはどれですか。（平成21年度）

１．手話通訳士養成講座
２．手話通訳者養成講座

３．手話奉仕員養成講座
４．手話通訳士・者現任研修

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

問76　平成21年度の手話通訳者養成事業による講座を受講した者および修了した者は何名ですか。

１．手話通訳士養成講座　　　 ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

２．手話通訳者養成講座　　　 ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

３．手話奉仕員養成講座　　　 ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

４．手話通訳士・者現任研修　 ：参加者（　　　　名）

５．その他（　　　　　　　　）：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

問77　手話通訳者養成事業を実施してない場合、その理由は何ですか。

１．他の支援事業を優先しているため
２．利用者が少ないため

３．受講者が少ないため
４．講師が少ない（いない）ため

５．手話通訳者養成事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問78　手話通訳者養成事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

【要約筆記奉仕員（者）養成事業の現況】

問79　要約筆記奉仕員（者）養成事業を実施していますか。

１．実施している


２．実施していない

問80　要約筆記奉仕員（者）養成事業を実施している団体はどこですか。

１．役所福祉局（部）
２．社会福祉協議会
３．聴覚障害者情報提供センター
４．手話通訳派遣センター

５．聴覚障害者協会
６．難聴者・中途失聴者協会

７．全国手話通訳問題研究会支部
８．全国要約筆記問題研究会支部

９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問81　運営方式はどのようにしていますか。
１．実施団体のみ

２．実行委員会 
　　　→構成団体を記入して下さい（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．講師は別の団体に依頼している

　　　→依頼先団体を記入して下さい（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問82　平成21年度の要約筆記奉仕員（者）養成事業の決算額はいくらですかまた財源はどこですか。

総額（　　　　　　　　円）　　　財源（　　　　　　　　　　　　　　　）

問83　要約筆記奉仕員（者）養成事業で実施しているコースはどれですか。（平成21年度）

１．要約筆記奉仕員基礎コース
２．要約筆記奉仕員応用コース

３．要約筆記者養成コース
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問84　平成21年度の要約筆記奉仕員（者）養成事業による講座を受講した者および修了した者は何名ですか。

１．要約筆記奉仕員基礎コース ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

２．要約筆記奉仕員応用コース ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

３．要約筆記者養成コース　   ：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

４．その他（　　　　　　　　）：定員（　　　　名）、受講者（　　　　名）、修了者（　　　　名）

問85　要約筆記奉仕員（者）養成事業を実施していない場合、その理由は何ですか。

１．他の支援事業を優先しているため
２．利用者が少ないため

３．受講者が少ないため
４．講師が少ない（いない）ため

５．要約筆記奉仕員（者）養成事業にかかる経費が他の事業と比べても割高なため

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問86　要約筆記奉仕員（者）養成事業に関し、現在抱えている問題・課題は何ですか。

ご協力ありがとうございました。
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